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１ 目的について 

三重県物件等電子調達システム運用基準（以下「本基準」といいます。）は、物件関係契約に

かかる調達事務を行う際に、三重県電子調達システム（以下「本システム」といいます。）を利

用しようとする者に対し、三重県が必要な事項を定めたものです。 

 

２  用語の意義 

本基準においての用語の意義を次のとおり定めます。 

（１）三重県    本システムを管理している所属をいいます。 

（２）利用者 三重県電子調達システム（物件等）利用登録申込書提出要領（以下、「提

出要領」といいます。）に基づき三重県電子調達システム(物件等)利用者

登録（以下、「利用登録」といいます。）を行った者をいいます。 

（３）発注機関   案件を発注する県の組織をいいます。 

具体的には、防災対策部、戦略企画部、総務部、医療保健部、子ども・福

祉部、環境生活部、地域連携部、農林水産部、雇用経済部、県土整備部、

出納局、各種委員会（事務局）、警察本部、各地域機関、各県立学校、各

警察署、病院事業庁（各県立病院を含む）、企業庁（各事務所等を含む）

をいいます。 

※ 東京事務所と関西事務所については、本システムの対象外とします。 

（４）入札等参加者 競争入札、公募型電子競争見積に実際に参加している事業者をいいます。 

競争入札とは、本システムでいう「一般競争・最低価格」、「一般競争・

最高価格」「一般競争・総合評価」をいいます。 

公募型電子競争見積とは、本システムでいう「随意契約・最低価格」、「随

意契約・単価契約・品目別」、「随意契約・最高価格」をいいます。 

 

（参考） 

・「一般競争・最低価格」 

物品の購入、業務委託、物品の賃貸借等の調達を行います。 

（不特定多数の者が参加可能な入札） 

・「一般競争・最高価格」 

物品等の売払い、貸付を行います。（不特定多数の者が参加可能な入札） 

・「一般競争・総合評価」 

業務委託等で価格だけでなく技術的な要素、性能等も含め総合的な評価により落札者

を決定する調達を行います。（不特定多数の者が参加可能な入札） 

・「随意契約・最低価格」 

物品の購入、業務委託、物品の賃貸借等の調達を行います。 

（不特定多数の者が参加可能な公募型見積合せ） 

・「随意契約・単価契約・品目別」 

複数品目の物品等の購入単価を決める公募型見積合せを行います。 

（不特定多数の者が参加可能な公募型見積合せ） 

・「随意契約・最高価格」 

物品等の売払、貸付を行います。（不特定多数の者が参加可能な公募型見積合せ） 
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３ 運用方法について 

本システムの基本的な運用については次のとおりです。 

また、参加可能な調達方法、認証方式については別表１のとおりです。 

対象金額要件 調達方法 

予定価格が５万円以上随意契約限度額以下 

の物件等の調達（一部調達は除く。） 

○公募型電子競争見積 

ＩＤ・パスワード又はＩＣカードを利用しま

す。 

※ 地域要件の設定がない調達であって、県

外登録事業者が参加する場合は、ＩＣカ

ードを利用します。 

 

予定価格が随意契約限度額超の物件等の調達 ○競争入札 

ＩＣカードを利用します。 

※ 随意契約限度額 地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 1号に基づき三重県会計規則第 73条第 1項で規定する額 

 

 

４ 基準の変更について 

三重県は、必要があると認めるときは、本基準を任意に変更できるものとします。 

 

５ 利用者の資格要件について 

本システムを利用できる者は、「三重県物件関係競争入札参加及び落札資格に関する要綱」に

定めた入札参加資格要件を満たす者で、提出要領の定めるところにより三重県電子調達システム

(物件等)利用登録申込書（提出要領第１号様式、第１号様式その２）（以下、「利用登録申込書」

といいます。）を提出し、三重県が利用資格を有することを承認した者とします。 

５－１ 事業者登録番号及び事業者登録用ユーザＩＤ・パスワードについて 

本システムの利用承認を受けた者は、利用登録が行われ、事業者登録番号及び事業者登録用ユ

ーザＩＤ・パスワードが貸与されます。 

５－２ 利用者登録 

利用者は、貸与された事業者登録番号及び事業者登録用ユーザＩＤ・パスワードを用いて、本

システムを利用するために必要な情報を本システムに登録しなければなりません。 

５－３ 事業者登録用ユーザＩＤ・パスワード等の管理 

利用者は、貸与を受けた事業者登録用ユーザＩＤ・パスワード等を自己の責任において確実に

管理しなければなりません。 

利用者は、貸与を受けた事業者登録用ユーザＩＤ・パスワード等を第三者に貸与、譲渡等して

はなりません。 

三重県は、三重県の故意又は重過失による場合を除き、利用者が事業者登録用ユーザＩＤ・パ

スワード等の不正利用等によって被った損害を賠償する責を負いません。 

５－４ 事業者登録用ユーザＩＤ・パスワードの再発行 

事業者登録用ユーザＩＤ・パスワードを紛失等した利用者は、ＩＤ・パスワード再発行依頼書

（提出要領第１１号様式）により、三重県に対し事業者登録用ユーザＩＤ・パスワードの再発行

を申し込むことができます。 

利用者は、再発行された事業者登録用ユーザＩＤ・パスワードに対しても５－３に規定する義

務を負います。 

三重県は、再発行の申込に理由がないと認めるときは、事業者登録用ユーザＩＤ・パスワード

の再発行を拒絶することができます。 
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６ 電子調達について 

６－１ 電子調達システムについて 

本システムは、物件等関係にかかる調達を処理するシステムで、電子入札システムと入札情報

サービスシステム（以下「ＰＰＩ」といいます。）で構成されるものです。 

６－２ 電子入札システムについて 

電子入札システムとは、コンピュータとネットワーク（インターネット）を利用して入札等・

落札者決定等までの事務（以下「入開札等事務」といいます。）を処理するシステムです。 

電子入札システムの処理対象は、物品の調達、役務の調達等（以下「案件」といいます。）で、

利用登録を行った者を対象にした競争入札及び公募型電子競争見積の案件とします。 

本基準において、電子入札システムで処理する入開札等事務を「電子調達」といい、ＣＤ－Ｒ、

ＤＶＤ－Ｒなど電子データとして記録するものを「電子媒体」といいます。 

（参考） 

電子入札システムで処理する入開札等事務の範囲は、競争入札参加資格確認申請書（添付

資料を含みます。以下「参加申請書」といいます。）の提出、競争入札参加資格確認結果

通知書の発行、入札書等（費用内訳書を含みます。）の提出、開札(開封）、落札者の決

定及び同通知書の発行など、一連の事務処理です。 

 

６－３ 電子調達実施の考え方について 

発注機関（案件を発注する県の組織）が電子調達で行う旨を指定した案件（以下「電子調達案

件」といいます。）は電子入札システムで処理することとし、ＷＴＯ案件、売払い案件及び貸付

案件に参加する者（公募型電子競争見積の貸付案件に参加する県内登録事業者を除く）が紙入札

を希望した場合を除き、原則、紙媒体による参加申請書や入札書等の提出は認めないものとしま

す。 

６－４ ＰＰＩの運用について 

電子調達案件であるか否かを問わず、各案件の公告、結果の公表、その他調達手続きに必要な

事項の公表はＰＰＩで行います。 

公告における仕様書等については、原則として、ＰＰＩに添付することとしますが、ＰＰＩに

添付できない場合は、その方法について備考欄等に明記するものとします。 

 

 

７ 電子調達システム利用にあたって 

本システムにより競争入札に参加するためには、入札参加者の電子証明書が本システムに登録

されている必要があります。 

この電子証明書は、その所有者（証明内容）が、利用登録を行った者と同一であることが確認

できるものである必要があります。 

また、公募型電子競争見積については、県内登録事業者にあっては見積合せ用ユーザＩＤ・パ

スワードを本システムに登録し、三重県が承認することにより参加することができます。それ以

外の事業者については、競争入札の場合と同様です。 

７－１ 利用者登録について 

本システムを利用するためには、本システムで利用可能な電子証明書、又は見積合せ用ユーザ

ＩＤ・パスワード登録事業者の場合は見積合せ用ユーザＩＤ・パスワードを、利用者登録時に登

録する必要があります。 

７－２ 電子証明書について 

電子証明書とは、電子認証局が発行した電子的な証明書でＩＣカードに格納されています。紙
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の書類に押印する印鑑に相当し、誰に発行されたものであるかを電子認証局が証明します。 

従って、本システムで使用するＩＣカードに格納された電子証明書（以下「ＩＣカード」とい

います。）の内容は、紙入札等における記名押印と同様に、利用登録がなされた内容と同一であ

る必要があり、異なる内容のＩＣカードを使用した一連の事務処理は無効になります。 

本システムで利用可能なＩＣカードは、別途公表する民間の電子認証局が発行したものに限り

ます。 

ＩＣカードにより、本システムを利用する場合は、「使用電子証明書届（提出要領第７号様式）」

を提出しなければなりません。利用者にあっては、事業者登録番号、事業者登録用ユーザＩＤ・

パスワードを取得したあと、本システムにＩＣカード情報を登録し、提出した「使用電子証明書

届（提出要領第７号様式）」の内容と本システムに登録を行ったＩＣカード情報が一致している

ことが必要です。 

（ＩＣカードを取得するうえでの注意事項） 

 ＩＣカードには本社(本店)の「組織名」「組織所在地」が登録されます。また、個人事

業主の方で商業登記をしていない場合には「組織名」「組織所在地」が空欄になることが

あります。従って利用登録が支店・営業所で登録されている場合、または個人事業主の方

で商業登記をしていない場合は利用登録の内容とＩＣカードの内容が異なることになり

ます。そのため、ＩＣカードの発行を受ける場合は、「取得者氏名」を利用登録を行った

代表者名となるように手続きを行ってください。（本社で登録されている場合も同様で

す。） 

 なお、「取得者氏名」が利用登録を行った代表者名と異なっているＩＣカードを使用し

て提出した入札書等は無効となります。 

 

７－３ 登録事項の変更におけるＩＣカード利用の特例について 

会社名、会社住所、代表者の変更により、ＩＣカードの再取得が間に合わない場合は「電子調

達システム認証カ－ド（ＩＣカ－ド）の使用に係る届出書」(様式１)を提出することにより新Ｉ

Ｃカ－ドを取得するまでの間は、旧ＩＣカ－ドで入札等に参加できるものとします。ただし、使

用期間は、届出日から２ヶ月間を超えないこととします。 

また、新カードの発行後は、速やかに新カードによる利用者登録を本システムで行うとともに

「電子調達システム認証カ－ド（ＩＣカ－ド）の使用に係る届出書取下げ申請書」(様式２)を提

出してください。 

７－４ 見積合せ用ユーザＩＤ・パスワードについて 

本システムで公告する公募型電子競争見積について、見積合せ用ユーザＩＤ・パスワード方式

により電子的に参加を希望する県内登録事業者は、事業者登録番号、事業者登録用ユーザＩＤ・

パスワードを取得したあと、本システムに見積合せ用ユーザＩＤ・パスワード等を登録し、三重

県の承認を得なければなりません。 

また、見積合せ用ユーザＩＤ・パスワードは自己の責任において確実に管理しなければならず、

利用者は定期的に変更を行わなければなりません。 

利用者は、承認を受けた見積合せ用ユーザＩＤ・パスワード等を第三者に貸与、譲渡等しては

なりません。 

三重県は、三重県の故意又は重過失による場合を除き、利用者が見積合せ用ユーザＩＤ・パス

ワード等の不正利用等によって被った損害を賠償する責を負いません。 

見積合せ用ユーザＩＤ・パスワードを紛失等した場合は、５－４の考え方によります。 

７－５ 登録事項変更について 

登録事項に変更が生じた場合は、提出要領に基づき、利用登録の内容変更手続きを行ってくだ

さい。 
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なお、メールアドレス、電話番号等ＩＣカード情報に無い事項の変更の場合は、電子入札シス

テムで利用者情報を変更してください。（ＩＣカードの再取得は不要です。） 

ただし、市町村合併等により住所が変更された場合は、ＩＣカードの再取得は不要であり、変

更後に旧住所で発行されたＩＣカードであってもそのまま使用することができます。 

７－５－１  本社登録の場合（ＩＣカード利用） 

本社で登録していて、利用登録の内容とＩＣカード情報が一致している場合において、ＩＣカ

ード情報に変更があった場合は、ＩＣカードを再取得して「使用電子証明書届（変更）（提出要

領第１３号様式）」を提出し、本システムの利用者登録でＩＣカード登録の処理を行うとともに、

旧ＩＣカードを発行した電子認証局に失効の手続きを行ってください。 

７－５－２ 支店（営業所）等登録の場合（ＩＣカード利用） 

支店（営業所）等で登録している場合や個人事業主で登録している場合において、ＩＣカード

情報に変更があった場合は、ＩＣカードを再取得して「使用電子証明書届（変更）（提出要領第

１３号様式）」を提出し、本システムの利用者登録でＩＣカード登録の処理を行うとともに、旧

ＩＣカードを発行した電子認証局に失効の手続きを行ってください。 

７－６ 委任について 

本基準においては、「委任状兼使用印鑑届（提出要領第６号様式）」による委任事項以外の委

任は認めません。 

利用登録を行った代表者の変更等によりＩＣカードが失効する場合や失効する見込みの場合は、

７－３の考え方によります。 

７－７ 利用登録の削除について 

三重県は、調査等により利用者の所在、営業実態等が確認できない場合は、その者の利用登録

を削除することができます。 

 

 

８ システム障害等について 

システム障害等により本システムによる入開札等事務の処理ができないことが判明した場合は、

その状況を調査し、原因、復旧見込み等を勘案して、入開札等事務の取止め、延期、紙入札への

移行等の措置を講じます。 

８－１ 県のシステム障害について 

県の電子調達システム用機器・ネットワーク等に障害が発生し、入開札等事務が処理できない

ことが判明した場合は、その原因や復旧見込み等を調査検討して、入開札等事務の取止め、延期、

紙入札への移行等の措置を講じます。 

この場合は、必要な事項を本システム、電子メール、電話、ＦＡＸ等により入札等参加者（入

札参加希望者を含みます。）に連絡するものとします。 

８－２ 県のシステム以外の障害について 

天災、電力会社の原因による広域的・地域的な停電、通信事業者（プロバイダを含みます。）

の原因によるネットワーク障害、その他やむを得ない事情により複数の入札等参加者が本システ

ムによる入開札等に参加できないことが判明した場合は、その原因、復旧見込み等を調査検討し

て、入開札等事務の取止め、延期、紙入札への移行等の措置を講じることがあります。 

この場合は、電子入札システム以外の方法（ＰＰＩ、電子メール、電話、ＦＡＸ等により入札

等参加者（入札参加希望者を含みます。）に必要な事項を連絡するものとします。 
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９  紙入札等について 

９－１ 紙入札等の考え方について 

電子調達案件は本システムで処理することとし、ＷＴＯ案件、売払い案件及び貸付案件に参加

する者（公募型電子競争見積の貸付案件に参加する県内登録事業者を除く）が紙入札を希望した

場合を除き、原則、紙入札等は認めないものとします。 

よって、本システムによる入札等参加者は、調達方法に合わせて、あらかじめ事業者登録番号、

事業者登録用ユーザＩＤ・パスワード、ＩＣカード等を取得し、本システムへ必要な情報を登録

しておく必要があります。 

９－２ 紙入札等による参加の特例について 

  ＩＣカードを利用して参加する競争入札及び公募型電子競争見積（公募型電子競争見積にあっ

ては県外登録事業者に限る）に参加する利用者で、ＩＣカードを発行する認証局にＩＣカードの

申込み手続き中でＩＣカードの取得が間に合わない者に限っては、紙入札等により参加できるも

のとします。 

  この場合、紙入札等により参加する利用者は、参加する案件が一般競争入札の場合は競争入札

参加資格確認申請書提出まで、公募型電子競争見積の場合は見積書提出までに「紙入札等参加申

請書」（様式３）を三重県に提出し、承認を受けることにより、ＩＣカードを取得するまでの間

は紙入札等により参加できるものとします。ただし、紙入札等による参加を認める期間は承認日

から２カ月を超えないこととします。 

  また、ＩＣカードの取得後は速やかに「使用電子証明書届（提出要領第７号様式または第１３

号様式）」を提出し、本システムにＩＣカード情報を登録する必要があります。 

９－３ 紙入札書等の提出について 

  紙入札等により参加する利用者は、公告案件を確認のうえ、入札（見積）に関する事務を担当

する課・班に連絡してください。 

また、質疑、同等品申請がある場合は、「質疑申請書」（様式４）、「同等品申請書」（様式

５）を、入札書（見積書）を提出する場合は、「入札書（見積書）（物件関係用）」（様式６）

を使用してください。 

 

１０  案件公開について 

入札（見積）書提出期間（第１回）の最終日の前日から起算して１０日前までに案件公開を行

うこととします。（ＷＴＯ案件の場合は原則４０日前まで） 

ただし、公募型電子競争見積の場合は発注所属の判断で、その期間を５日まで短縮することが

できます。 

１０－１ 参加申請書提出締切日時の設定について 

参加申請書提出締切日時は、発注機関が案件公告に明記します。 

また、発注機関は、競争入札参加資格確認結果通知書の発行を入札書等提出締切日時の前日ま

でに行うことを原則とし、発注機関が案件公告に明記します。 

１０－２ 同等品申請、質疑受付期間等について 

同等品申請、質疑の受付期間、回答時期については、発注機関が案件公告に明記します。 

１０－３ 入札書等提出締切日時について 

入札書等提出締切日時は開札(開封)日時の直前に設定し、入札書等提出締切後速やかに開札手

続きを行うこととします。 
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１１ 関係書類の提出について 

参加申請書に別途添付する添付資料・関係書類（以下「関係書類」といいます。）は、原則、

電子データとして作成し、本システムを利用して提出するものとしますが、発注機関が紙等媒体

による提出を求めることがあります。 

発注機関が紙等媒体による関係書類の提出を求める場合は、案件公告に明記します。 

１１－１ 関係書類の作成方法について 

関係書類の作成に使用するアプリケーション（ソフト）及び保存形式は表１を標準としますが、

発注機関が指定する場合もあります。 

表１ 使用アプリケーション 

No. アプリケーション（ソフト）名 保存形式 備考 

１ Word（Microsoft Corp.） ＤＯＣ、ＤＯＣＸ マクロ及び機種依

存文字は使用しな

いでください。 ２ Excel（Microsoft Corp.） ＸＬＳ、ＸＬＳＸ 

３ その他 

ＰＤＦ、ＸＤＷ 

画像ファイル（JPEG形式、GIF形式） 

ファイル圧縮（Zip 形式のみ。自己

解凍形式（EXE形式）は認めません。

また、圧縮ファイルにはパスワード

を設定しないでください。） 

その他発注機関が認めた形式 

 

１１－２ 関係書類の提出方法について 

関係書類は、原則、電子データで提出するものとし、本システムの添付機能を利用して提出し

てください。 

提出する関係書類の特性上電子化に適さないもの、その他電子ファイルによる提出に適さない

ものがある場合は、関係書類の作成方法、提出方法を発注機関と協議のうえ、指示に従ってくだ

さい。 

また、発注機関が紙等媒体による提出を求めた場合は紙等媒体で提出してください。 

この場合の電子媒体及び紙等媒体の提出期限は本システムによる提出期限と同一とします。 

１１－３ ウィルス対策について 

入札等参加者は、コンピュータウィルスに感染しないようにウィルス対策用のアプリケーショ

ン（ソフト）を導入するなどの対策を講じるものとします。 

ウィルス対策アプリケーションの種類は問いませんが、常に最新のウィルス定義ファイル（パ

ターンファイルともいいます。）を適用し、関係書類等を作成、提出する場合は必ずウィルス感

染チェックを行ってください。 

発注機関は、提出された関係書類その他の電子ファイルを直接閲覧等の操作をせずに、ウィル

スチェックを行ってから閲覧その他の操作を行うものとします。 

入札等参加者から提出された関係資料等がウィルスに感染していることが判明した場合は、直

ちに作業を中止し、本システム管理者に連絡するとともに、当該関係資料を提出した入札等参加

者と関係書類の提出方法を協議するものとします。 

なお、関係書類がウィルスに感染している場合には、その関係書類は「不備があるもの」とし

ます。 

また、入札等参加者において、ウィルス対策を講じていない場合にあっては、不誠実な行為と

して三重県物件関係落札資格停止要綱による落札資格停止をする場合があります。 
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１２ 入札等参加者の責任範囲 

電子調達方式では、参加申請書や入札書等は本システムに記録された時点で提出されたものと

します。 

参加申請書や入札書等の提出を行った時は、必ず受信確認通知の表示を確認するものとします。 

（注）入札等金額の漏えい防止の観点から、入札書等提出後は入札等金額（添付された入札等

金額内訳書等を含みます。）の確認ができませんので注意してください。 

１２－１ 契約の申込の誘引、申込及び承諾について 

発注者が、本システムに調達案件等の情報を登録し、当該情報が一般又は関係者に公開された

時点で、契約の申込の誘引があったものとします。 

契約の申込の誘引に従い、入札等参加者から本システムに入札書等が到達した時点で契約の申

込があったものとします。 

契約の申込を行った入札等参加者は、その申込を変更及び撤回することができません。 

１２－２ 入札等金額 

本システムに入力する入札等金額は、発注機関が別に指定する場合を除き、消費税及び地方消

費税を除いた額とします。 

消費税及び地方消費税の免税業者にあっては、契約希望額から消費税及び地方消費税に相当す

る額を控除した額を入札等金額とします。 

 

 

１３  開札（開封）について 

開札（開封）は、事前に設定した開札(開封）予定日時に速やかに行うものとし、ＷＴＯ案件、

売払い案件及び貸付案件に参加する者（公募型電子競争見積の貸付案件に参加する県内登録事業

者を除く）で紙入札を希望した参加者がいる場合又は９－２により紙入札等を認められた参加者

がいる場合は、入札執行職員の開札宣言後、紙媒体の入札書を開封してその内容を本システムに

登録後、入札書を開札するものとします。 

１３－１ 開札（開封）時の立ち会いについて 

電子調達方式（公募型電子競争見積を除く）による参加者で開札時の立ち会いを希望する者は、

開札に立ち会うことができます。 

ＷＴＯ案件、売払い案件及び貸付案件に参加する者（公募型電子競争見積の貸付案件に参加す

る県内登録事業者を除く）で紙入札を希望した参加者又は９－２により紙入札等を認められた参

加者は、紙媒体の入札書等を提出し、開札（開封）に立ち会うこともできます。 

開札（開封）時の立ち会いが可能な案件で、立ち会いを希望する参加者がいない場合は、入札

等に関係のない職員を立ち会わせるものとします。 

１３－２ くじの実施について 

電子調達案件におけるくじの実施は、電子入札システムの電子くじで行います。 

発注機関は、調達案件を登録する場合は、原則、電子くじを使用するものとします。 

入札等参加者は、電子くじを使用する入札等に参加をする場合は、電子くじ番号を入力しなけ

ればなりません。 

なお、電子くじを使用する電子調達案件においてＷＴＯ案件、売払い案件及び貸付案件に参加

する者（公募型電子競争見積の貸付案件に参加する県内登録事業者を除く）で紙入札を希望した

参加者又は９－２により紙入札等を認められた参加者は、入札書にくじ番号を記載しなければな

りません。 

電子くじ以外の方法によりくじを実施する場合は、くじを実施する旨と入札等金額、実施日時、

実施場所を当該案件のくじの対象者に通知します。 

ただし、くじの対象者全員が開札(開封）に立ち会っている場合は、その場でくじを実施します。 
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１３－３ 開札（開封）処理が長引いた場合について 

開札(開封）予定日時から落札者決定通知書発行まで日時を要する場合は、必要に応じて本シス

テムその他適当な手段により処理状況の情報提供を行うものとします。 

なお、低入札価格調査実施要領による調査、三重県物件関係談合情報対応マニュアルによる調

査及び電子くじ以外のくじの実施等開札(開封）後に何らかの理由により開札(開封）から落札決

定まで時間を要する場合には、入札等参加者に対し、理由を明記のうえ保留通知書を発行します。 

ただし、落札資格等の確認及び総合評価方式による学識経験者の意見を聞く場合には通常の開

札(開封）事務であることから、保留通知書は発行しないこととします。 

１３－４ 開札（開封）の延期について 

開札(開封）を延期する場合は、本システムその他適当な手段により、当該案件に入札書等を提

出している入札等参加者全員に、開札(開封）を延期する旨と変更後の開札(開封）予定日時を通

知するものとします。 

また、ＰＰＩでもその旨を公表するものとします。 

１３－５ 入札書等未提出の取扱について 

入札書等提出締切日時において、入札書等が本システムに未到着の場合は、会計規則運用方針

第７１条関係４の「所定の場所に所定の日時までに到達しない入札」として、当該参加者の入札

等は無効とします。 

１３－６ 開札（開封）の中止について 

開札（開封）を中止する場合は、本システムその他適当な手段により、当該案件に入札書等を

提出している入札等参加者全員に、開札（開封）を中止する旨を通知するとともに、本システム

に結果を登録するものとします。 

また、ＰＰＩでもその旨を公表するものとします。 

１３－７ 入札書等提出後の辞退について 

一度提出した入札書等の撤回、訂正等はできません。 

１３－８ 落札候補者について 

開札(開封）予定日時に開札(開封）を行い、落札候補者を決定します。落札候補者は発注機関

から落札資格確認提出書類を求められた時は、発注機関が指定する日までに提出することとし、

期日までに提出がなかった場合は、落札資格の権利を失し、次順位のものが落札候補者となりま

す。 

１３－９ 落札者の決定について 

発注機関が、本システムに落札結果を登録し、当該落札結果が一般又は関係者に公開された時

点で、契約の承諾通知が落札者に到達したものとします。利用者は、自己の責任において、本シ

ステムで公開される落札結果を参照しなければなりません。 

１３－１０  契約の締結について 

契約の締結日については、本システムにより契約の承諾通知が落札者に到達した時点を締結日

とします。ただし、別途契約書を作成する場合はこの限りではありません。 

 

 

１４ その他 

１４－１ ＩＣカードの不正使用 

入札等参加者がＩＣカードを不正に使用等した場合には、三重県物件関係落札資格停止要綱に

よる落札資格停止をする場合があります。 

電子調達に参加し、開札(開封）までに不正使用等が判明した場合は、当該案件への参加資格を

取り消します。 

開札（開封）後から落札決定までに不正使用等が判明した場合は、不正に使用等して提出した
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入札書等を無効とします。 

落札後に不正使用等が判明した場合は、契約締結前であれば、契約締結を行わず、また、契約

締結後に不正使用等が判明した場合には、履行状況等を考慮して契約を解除するか否かを判断す

るものとします。 

（参考）不正にＩＣカードを使用等した場合の例 

・他人のＩＣカードを不正に取得し、名義人になりすまして入札等に参加し、または参加し

ようとした場合 

・代表者が変更となっているにもかかわらず、変更前の代表者のＩＣカードを使用して入札

等に参加し、または参加しようとした場合 

※７－３の手続きをした場合を除く。 

・同一案件に対して、複数のＩＣカードを使用して複数の参加申請書や入札書等を提出し、

または提出しようとした場合 

１４－２ 損害賠償 

三重県は、三重県の故意又は重過失の場合を除き、本システムの利用等において被った損害を

賠償する責を負わないものとします。 

利用者は、本システムの利用に際し、三重県及び第三者に与えた損害の賠償責任を負うことと

します。 

三重県は、利用者が本システムの利用に際し第三者に与えた損害を三重県が賠償したときは、

当該利用者に対し、その賠償について求償することができるものとします。 

１４－３ 準拠法 

本基準の成立、効力、履行及び解釈については、日本国法を適用します。 

本基準に定めがない事項については、各通知、三重県電子調達システム（物件等）利用登録申

込書提出要領、三重県会計規則、三重県企業庁会計規程及び三重県病院事業庁会計規程に定める

ところによります。 

なお、旧システムの運用通知で現行システムに対応できるものは、現行システムの取扱いに読

み替えるものとする。 

１４－４ 専属的合意管轄裁判所 

本基準に係る訴訟は、その債権額に応じて津簡易裁判所又は津地方裁判所を第１審の専属的合

意管轄裁判所とします。 

１４－５ その他 

本システムで実施する地域調達型電子入札は、「三重県地域調達型一般競争入札実施要綱」に

基づくものをいいます。 

利用者は、物件関係契約の履行に当たって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による

不当介入を受けたときは、警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと及び契約締

結権者に報告を行うこととします。 

本基準に定めるほか、本システムの運用等に関し必要な事項は三重県が定めます。 

 


